
個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内 

 個人情報保護法（以下「法」といいます。）は、所定の事項を、公表、もしくは本人

が容易に知りうる状態に置くべきものと定めています。 

 以下では、これらの事項を公表等のため掲載させていただきますので、ご覧くださ

いますようお願い申し上げます。 

公益財団法人名古屋市小規模事業金融公社 

理 事 長  水 野 裕 之     

（平成１７年４月１日制定、令和２年８月３日最終改訂） 

記 

１．公益財団法人名古屋市小規模事業金融公社（以下「公社」といいます。）が取り扱

う個人情報の利用目的 

  当公社は、個人情報の利用に関し、以下の事項を順守いたします。 

 ・法に基づき、お客様の個人情報を、経営相談・経営情報の提供・事業資金の融資

および機械類貸与（以下「貸与」といいます。）等これらに付随する業務並びに下

記利用目的の達成に必要な範囲で利用すること 

 ・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営

の確保、その他必要と認められる目的以外の目的のために利用しないこと 

【利用目的】 

① 経営相談・金融相談・各種制度利用の相談の受付およびその回答 

② 融資利用資格の確認、申込および条件変更申込の受付 

③ 融資・条件変更の審査および決定 

④ 融資取引の継続的な管理 

⑤ 法令等や契約上の権利の行使や義務の履行 

⑥ 取引上必要な各種郵便物の送付 

⑦ 貸付金・償還金等の送金・返戻・口座振替等 

⑧ 契約の締結 

⑨ 融資の与信判断および与信後の適切な業務の遂行に必要な範囲内での第三者

提供 

⑩ 債務確認および返済誓約、融資・貸与の条件変更・訴訟および担保設定 

⑪ 融資に関する契約書等の閲覧・還付 

⑫ 市場調査およびデータ分析並びにアンケート等の実施、各種融資制度の利用 



の提案および当公社主催の催事等の案内 

⑬ 経営、金融情報の配信およびその利用申込の受付管理 

⑭ 会計監査上の確認作業等 

⑮ コンピューターシステム開発業務等に係る個人データに関する取扱いの外部

委託 

⑯ 保証機関の与信後の管理に必要な情報の提供 

⑰ 保証機関への代位弁済の請求に関する手続き 

⑱ その他、名古屋市の中小企業施策および制度融資の適正な運営 

【保証機関】株式会社オリエントコーポレーション 

２．各種アンケート等における利用目的の限定 

  当公社は、お客様にとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、

例えば、各種アンケート等への回答に際しては、アンケートの集計のためのみに利

用するなど、取得の場面に応じ、利用目的を限定するよう努めます。 

３．個人情報の取得元またはその取得方法について 

  当公社では、例えば、以下のような情報源から個人情報を取得することがありま

す。 

 （取得する情報源の例） 

  ① 借入申込書など、お客様にご記入・ご提出いただく書類等により直接提供さ

れる場合 

４．ダイレクト・マーケティングの中止について 

  当公社では、お客様からダイレクト・マーケティングの中止のお申し出があった

場合には、遅滞なくそれ以降の当該目的での利用・提供を中止する措置をとります。 

  中止を希望されるお客様は、以下に掲げる窓口までお申し出ください。 

  公益財団法人名古屋市小規模事業金融公社 総務課 

  電話番号 ０５２－７３５－２１２１ 

５．個人データの取扱いの委託について 

  当公社がお客様の個人情報の取扱いを委託する場合は、お客様の個人情報の安全

管理が図られるよう適切に監督いたします。 

  当公社では、例えば、以下のような場合に、個人データの取扱いの委託を行って

おります。 

 （委託する事務の例） 

  ① 行方不明先等の調査業務 

  ② 債権管理回収業務 



６．個人情報の第三者提供について 

  当公社は、お客様より取得させていただいた個人情報を適切に管理し、法令等に

定められた一定の場合を除き、あらかじめお客様の同意を得ることなく第三者に提

供することはありません。 

  なお、お客様の個人情報を第三者に提供すること及び個人情報の取得にあたって

の利用目的については、次のような様式によりお客様の同意を得ることとしており

ます。 

  ・「お客さまの情報の取扱に関する同意事項」 

  ・「個人情報の個人信用情報機関への提供、登録、利用に関する同意書」 

７．当公社が取り扱う保有個人データに関する事項 

（１）当該個人情報取扱事業者の名称 

   公益財団法人名古屋市小規模事業金融公社 

（２）すべての保有個人データの利用目的 

   １．を参照してください。 

（３）開示等の求めに応じる手続等に関する事項 

   当公社では、法令等に定められた一定の場合を除き、本人またはその代理人

からの保有個人データの利用目的の通知、保有個人データの開示、訂正等、利

用停止等、第三者提供の停止（以下「開示等」といいます。）の求めに対応させ

ていただきます。 

  ① 開示等の求めのお申出先 

    開示等の求めをされるときは、以下に掲げる窓口までお申し出ください。

申請の手続き等をご説明いたします。 

    〒４６４－０８５６ 

    名古屋市千種区吹上二丁目６番３号 

    名古屋市中小企業振興会館５階 

    公益財団法人名古屋市小規模事業金融公社 総務課 

    電話番号 ０５２－７３５－２１２１ 

  ② 開示等の求めに際して提出すべき書面等 

    「開示等の求め」を行う場合は、次の申請書（Ａ）に所定の事項を全てご

記入のうえ、本人確認のための書類（Ｂ）を添付してください。 

    （Ａ）当公社所定の申請書 

       「保有個人データ」開示等申請書（別紙様式１）     １通 

    （Ｂ）本人確認のための書類 

       （例）運転免許証、パスポートの写し（※）       １通 



    ※原本を確認させていただく場合がありますのでご了承ください。 

  ③ 代理人による「開示等の求め」 

    「開示等の求め」をする方が、未成年者または成年後見人の法定代理人も

しくは開示等の求めをすることにつき、本人が委任した代理人である場合は、

前項の書類に加えて、下記の書類（Ａ）または（Ｂ）を添付してください。 

    （Ａ）法定代理人の場合 

      ・法定代理権があることを確認するための書類 

       （例）戸籍謄本、親権者の場合は扶養家族が記入された保険証の写 

し（※）                    １通 

      ・未成年者または成年被後見人の法定代理人本人であることを確認す 

るための書類 

（例）法定代理人の運転免許証、パスポートの写し（※） １通 

（Ｂ）委任による代理人の場合 

  ・当公社所定の代理人選任届（別紙様式２）        １通 

  ・本人の印鑑証明書                   １通 

  ・代理人本人であることを確認するための書類 

   （例）代理人の運転免許証、パスポートの写し（※）   １通 

※原本を確認させていただく場合がありますのでご了承ください。 

   ④ 開示等の求めに対する回答方法 

     「開示等」のうち、「保有個人データの開示」の求めについては、書面また

はお客様の了解を得た方法により遅滞なくご回答いたします。その他の「開

示等」につきましては、適宜の方法により遅滞なくご回答いたします。 

     なお、代理人による開示等の求めに対しては、お客様ご本人に直接回答す

る場合がありますので、ご了承ください。 

   ⑤ 開示等の求めに対して取得した個人情報の利用目的 

     開示等の求めに伴い取得した個人情報は、開示等の求めに応ずるために必

要な範囲内で取り扱うものとします。 

（４）「保有個人データ」の不開示事由について 

    次に定める場合は、不開示とさせていただきます。不開示を決定した場合は 

その旨、ご通知申し上げます。 

・申請書に記載されている住所又は本人確認のための書類に記載されている住 

所と公社の登録住所が一致しないときなど、本人確認ができない場合 

   ・代理人による申請に際して、代理権が確認できない場合 

   ・所定の申請書類に不備があった場合 

   ・開示の求めの対象が「保有個人データ」に該当しない場合 

   ・本人または第三者の生命、身体、財産、その他の権利利益を害するおそれが

ある場合 



   ・当公社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

   ・他の法令に違反することとなる場合 

８．苦情の受付窓口に関する事項 

  個人情報の取扱いに関する苦情の申出先 

  当公社の個人情報の取扱いに関する苦情については、以下に掲げる窓口までお申 

 し出ください。 

    〒４６４－０８５６ 

    名古屋市千種区吹上二丁目６番３号 

    名古屋市中小企業振興会館５階 

    公益財団法人名古屋市小規模事業金融公社 

    電話番号 総務課 ０５２－７３５－２１２１ 

         融資課 ０５２－７３５－２１２３ 

         管理課 ０５２－７３５－２１２５ 

９．備考 

当公社が、お客様への通知、同意書等のご承認の方法により、別途、利用目的等

を個別に示させていただいた場合等には、その個別の利用目的等の内容が、以上の

記載に優先いたします。ご了承ください。 


